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研究要旨 

 
 基礎教育と母子保健は子どもの健全な発育と成長にとっては不可欠の分野であ

り、その相互作用についてはすでに多くの報告がある。しかし、国際協力の視点か

ら、母子保健と基礎教育分野の協働に関する分析は、今後の発展が期待される分野

である。本研究においては、個々のプロジェクトの評価を実施するのではなく、ア

フリカ・東南アジア地域における MDGs 支援という大きな枠組みの中で、「社会的

共通資本」の理論を援用し、教育と保健医療分野の国際協力がもたらす意義を考察

し、MDGs 以後の支援として、教育と保健医療を抱合した支援に関する提言を行な

いたい。 

 初年度は、母子保健分野の日本の国際協力支援の現状分析、教育分野の日本の国

際協力支援の現状分析、国際機関・２国間ドナーの戦略の分析、包括的文献レビュ

ーによる政策分析、第８回母子手帳国際会議（ケニア）における質問紙調査をはじ

め、個々の分担研究者による調査研究を遂行した。２年度は、それらの研究成果を

発展させるとともに、本研究成果の社会的な発信をめざした。英語および日本語で

の論文を発表するとともに、第 28回日本国際保健医療学会（沖縄）や第 24回国際

開発学会全国大会におけるシンポジウムなどで公表し、ポストMDGsに関する広範

な議論を深め、学会・国際協力機構・NGOなどで構成される Beyond MDGs Japan

の活動にも大きな波及効果を及ぼした。 

 最終年度は、本研究班の成果を共有する国際シンポジウムを国連大学で開催し、

アフリカの保健医療専門家や国際協力機構（JICA）、国際機関とともに、研究成果の

社会的な発信と共有を行った。また、日本国際保健医療学会と協働して、日本熱帯

学会・日本国際保健医療学会の合同学術大会において、ポストMDGsシンポジウム

を開催し、研究成果の社会的な発信を行った。今後は、アフリカにおいて 2015年 9

月に開催される母子手帳国際会議などの機会を活用して、母子保健と教育の協働が

もたらす成果について、母子保健および教育関係者に対して発信していく予定であ

る。 
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A．研究目的 

 
2010 年 9 月のミレニアム開発目標（MDGs）

国連首脳会合において、菅首相（当時）は「希望

を担う次世代への約束」として母子保健分野と基

礎教育分野に焦点を当てた国際協力を言明した。

このコミットメントが国際社会から好意的に受

け止められた理由は、基礎教育においては、学

校・コミュニティ・行政が一体となって包括的な

学習環境改善を行うことをめざし、母子保健にお

いては、妊産婦の定期健診、新生児ケア、病院へ

のアクセス改善、予防接種などのパッケージ化を

意図しており、民間セクターや NGOなど市民社

会の参画も期待されていた。 

 本研究では、この理想的なコミットメントを、

(1)現実の国際協力の世界的な動向の中での意義

やエビデンスを分析し、(2)その理論的な枠組みを

構築することにより、(3)政策提言として広く国際

社会に発信することにある。本研究班の終了時期

は 2015年 3月で、MDGsの最終年にあたる。研

究の選択と集中を勘案し、アフリカ・東南アジア

地域における MDGs 目標２（普遍的初等教育の

実現）、目標４（小児死亡減少）、目標５（妊産婦

健康向上）に焦点を当てる。 

 基礎教育と母子保健は子どもの健全な発育と

成長にとっては不可欠の分野であり、その相互作

用についてはすでに多くの報告がある。しかし、

国際協力の視点から、母子保健と基礎教育分野の

協働に関する分析は、今後の発展が期待される分

野である。本研究においては、個々のプロジェク

トの評価を実施するのではなく、アフリカ・東南

アジア地域における MDGs 支援という大きな枠

組みの中で、「社会的共通資本」の理論を援用し、

教育と保健医療分野の国際協力がもたらす意義

を考察し、MDGs以後の支援として、教育と保健

医療を抱合した支援に関して運用可能な最終提

言を行なう。 

 本研究の成果は、国際協力 NGOや市民社会に

も還元できる性質のものであり、日本全体の国際

貢献という観点からもその社会的なインパクト

は大きい。また、日本政府の菅コミットメントの

評価や国際会議での発言の際の貴重な資料にな

ることが期待される。 

 なお、今回の研究調査においては「疫学研究に

関する倫理指針」などに基づき、とくに個人情報

保護法を遵守しインフォームド・コンセントに細

心の注意を払って調査研究を実施した。 

 
B．研究方法 
本研究においては、以下の７項目の研究調査を

実施する。これらの全体の統括を研究代表者であ

る中村が行なう。従来のような研究分担者による

個別の研究の寄せ集めではなく、本研究班は研究

分担者全員の研究の融合を目指しており、上記の

分担研究者の役割は相互に深く関連しあってい

る。 

１年目は、アフリカ・東南アジアにおける母子

保健・教育分野の日本の ODA・NGO支援の現状

分析、および国際機関・２国間ドナーの戦略の分

析、包括的文献レビューによる政策分析を行った。

また、2012年 10月にケニアで開催された「第８

回母子手帳国際会議」において、アフリカの母子

保健政策決定者に質問紙調査を実施した。 

２年目は、初年度の結果に基づき、社会的共通

資本の理論を援用し母子保健・教育分野の理論的

枠組みの構築をめざす。また、具体的に母子保

健・教育分野でのプロジェクトが展開されている

ケニア、スーダンや、カンボジア、ラオスなどに

おいてフィールド調査を実施した。３年目には、

研究成果の討議のため国内フォーラムを実施し、

その成果を国際的に発信するとともに、2015 年

以降の国際協力の方向性について検討を行った。 

 

①ドナー支援状況調査： 
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 アフリカ・東南アジアにおける母子保健の日本

の ODA・NGO支援の現状分析、および国際機関・

２国間ドナーの戦略について分析を行う（池上）。

また、教育分野の日本の ODA・NGO支援の現状

分析、および国際機関・２国間ドナーの戦略につ

いて分析を行う（澤村）。 

②文献レビューによる政策分析： 

 小児保健（中村・小林・高橋）、妊産婦保健（家

族計画、堕胎等を含む）（垣本）、栄養対策（高橋）

等の包括的な文献レビューを行い、MDG4,5達成

の障壁となっている要素の抽出等を行う。また、

事業統合ツールとしての母子健康手帳（中村）、

学校保健（小林）等の介入の可能性について検討

する。 

③質問紙・インタビュー調査： 

 本研究の協力者であるミリアム・ウェレ博士

（第１回野口賞受賞者）の協力により、2012 年

10月 15日―19日にケニア・ナイロビで開催され

る「第８回母子手帳国際会議」にアフリカ 40 カ

国の母子保健政策決定者が参集する予定である。

数日間の会議の間に、母子保健政策決定者に母子

保健と教育プロジェクトの協働に関するインタ

ビュー調査と質問紙調査を実施する。 

④DHS（Demographic Health Survey）の２次分

析： 

 堕胎や家族計画行動（望まぬ妊娠の比率や現代

的避妊法）の状況と要因について、DHS データ

を用いて統計学的に分析する（垣本）。分析対象

国は、カンボジア、ラオス等の東南アジア諸国、

およびザンビア、セネガル・ケニア等アフリカ諸

国とする（小林・高橋）。 

⑤理論的枠組みの構築： 

 日本の戦後の発展に大きく寄与したといわれ

る教育と保健医療分野における「社会的共通資

本」（宇沢弘文・鴨下重彦 2010）の分析の枠組

みを援用する。同時に、「 Global Human 

Capital：Integrating education and population」

（Lutz 2011）という既存の方法論を参考にして、

アフリカに応用可能な枠組みを構築する。 

⑥フィールド調査と国内フォーラム： 

 具体的に母子保健・教育分野でのプロジェクト

が展開されているケニアおよびスーダンにおい

てフィールド調査を実施する（横田）。なお、NPO

法人 HANDS では、ケニアとスーダンにおいて

JICAプロジェクトを実施しており、JICAをはじ

めドナー機関とのネットワークをすでに保持し

ている。また、分担研究者が客員研究員を務める

国立国際医療研究センターがプロジェクトを実

施しているカンボジア・ラオスも研究対象とする。

カンボジアでは家族計画行動（垣本）、ラオスで

は施設分娩（小林）を研究課題とする。また、こ

れらの研究成果を国内において広く関係者と討

議するために国内フォーラムを実施し、研究班の

研究者以外の意見も参照する。 

 
C．研究結果 
（１）社会的共通資本（中村） 
 日本は高度成長以前に、教育と保健医療は「社

会的共通資本」であるという社会的認識が醸成さ

れており、一見、過剰とも思われる投資を行って

いた。近視眼的な投資効果ではなく、長期的な展

望で教育と保健医療に取り組んでいたことが、そ

の後の高度成長につながっていたとも考えられ

る。 

 日本においては、妊娠・出産・新生児・乳幼

児・学校と続く継続ケアのなかで、近視眼的な投

資効果で一喜一憂するのではなく、長期的な展望

で教育と保健医療に取り組んでいたことが、その

後の高度成長につながっていたとも考えられる。 

保健医療と教育のインターフェイスの実例とし

て、保健と教育をつなぐ母子手帳が果たす役割は、

単に母子保健情報の記録媒体としてだけでなく、

災害時のセーフティ・ネットとしての働き、親と

子どもの精神的な絆としての役割など広がりを

もつものと考えられる。 

戦後の混乱期の 1948 年に、厚生省において母

子手帳を開発した経験をもつ巷野悟郎氏にセミ

ナー形式で当時の開発の工夫や知恵をヒアリン

グした。いま日本の保健医療の現場で直面してい

る課題やさまざまな試行錯誤は、世界的にみれば

決して日本だけの問題ではない。都市化と高齢化

という戦後のわが国がたどってきた経緯と同様
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の問題がアジアではすでに現実の課題となって

いる。一方、アジア諸国における保健医療改革の

スピードは早く、急激に変化する社会経済状況に

即時に対応していくという点においては、日本の

保健医療関係者がアジアから学ぶところも少な

くない。 

このような双方向の医療の国際化が進展したと

きに、日本の保健医療の経験を国際協力の現場に

活かし、また、途上国での貴重な国際体験を国内

における健康の向上に還元することが可能にな

る。そのためには、国際協力活動の成果を日本の

市民社会に還元し、市民社会の成果を途上国の人

びとと共有するという、国境を越えた学びを推進

する社会的共通資本としての人的交流のシステ

ムづくりが求められている。 

 
（２）教育分野（澤村） 
 教育MDGs（初等教育の普遍化、男女間格差の

是正）の設定により、初等教育就学率の向上や男

女間格差の是正において一定の成果は得られた

ものの、いまだその達成の途上にある。男女間格

差の問題はとりわけ深刻なものとして認識され、

早期に解決すべき課題である。しかし、このよう

な目標の達成が子ども、特に女子の自己実現や生

活改善にどのような効果があるのかは、ほとんど

明らかにされてこなかった。本研究では、ケニア

を事例として、小学校女子生徒の視点から、初等

教育を受けることの価値や意味、学習の動機を検

討した。 

伝統的に男性優位社会であり女性に教育は不

必要だと考えられてきたマサイ社会であったが、

近代化の流れを汲んでそのような社会も急速に

変容している。女性に対する教育の必要性がこ

のような伝統社会においても浸透しつつある。

そのような時代の過渡期にあって、女子生徒た

ちは特に「近代と伝統」「子どもと大人」「教師と

父親」の狭間で葛藤している。また、このような

状況にありながらも、女子生徒たちは教育を受

けることが自分たちの可能性を広げ、コミュニ

ティの外に羽ばたき「ベターライフ」を手に入れ

るための最大の武器になることを教師や母親の

教えから理解している。 

調査の方法は、学校経営者に加え、教員 14名

および保護者 3名に対する半構造化インタビュー

および参与観察である。この学校が厳しい環境の

中でも持続的に発展しているのは、経営者（兼教

員）の人間性とリーダーシップによるところが大

きい。学校の構成員に一体感（unity）があり、

そのことを教員自身が働くことの動機づけとし

ている。保護者がこの学校を選んで子どもを送る

理由は、教育の質が高いという認識に加え、経営

者や教員が子どもや保護者を尊重（respect）して

くれることだという。その根底には、同じような

境遇にあった経験に基づく相手の苦境に対する

理解（understanding）を通した共感（sympathy）

がある。教育MDGsを達成するためには、その

ような人々の自助努力を正当に認知し、どのよう

に支援するかが重要になる。逆効果になるのは、

政府が介入し無認可校を認可するような動きを

通して、自立的・自律的な学校の運営にさまざま

な制約をかけることである。 

 

（３）保健分野（池上） 
 ミレニアム開発目標（MDGs）が 2015 年に終

了年を迎える。これに伴い 2015 年以降の開発枠

組みに関する議論が昨年から活発に行われてい

る。2015 年秋の国連総会では、MDGs の最終サ

ミットが開催され、最終報告書がまとめられ、

2015年以降の開発枠組み（以後、ポストMDGs）

が合意される予定である。 

2015年秋の国連サミットまで継続的なフォロ

ーアップの必要性(特に SDGsの OWGの動き）、

2015年以降の一つの枠組みに向けての認識が重

要である。 

特筆すべき提案には、ユニークな提案が多く含

まれていた。例えば、①合意を得にくい国際人口

移動のような課題に関しては、目標という形で取

り上げるよりも、政治的な宣言（political 

declaration）に含むほうがよいのではないか。②

指標の設定に関しては、国情が異なることから、

国別の、多岐にわたる指標リストのような形を創

り、その中から、各国が自国に適合する指標を選
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択する方法もある。③ポストMDGsの開発枠組

みを法的拘束力のあるものとするのか、または、

MDGsと同様に政治的な国家の責任とするのか。

法的な枠組みの議論が必要といった議論であっ

た。 

 研究最終年としての目的は、①女性の健康とも

関連する性暴力（ミレニアム開発目標 3に関連）

について広報活動を行うこと、及び、②ミレニア

ム開発目標（MDGs）の最終年として保健医療関

連の成果を有識者にインタビューを実施するこ

とである。グローバルヘルスに関連して 8人の有

識者に対してインタビュー調査を実施し、意見・

コメントをまとめ、2014年 11月に大阪府堺市で、

700名の参加者を得て、国際社会におけるジェン

ダーの課題に関して啓発活動を行うことにより、

説明内容を分析することができた。 

 

（４）NGOの視点（横田） 
本研究全体の目的である教育と保健医療分野

の国際協力がもたらす意義を考察し、MDGs以

降の支援として、教育と保健医療を抱合した支

援に関する検討を行うために、教育と保健（健

康）の要素が入っている活動を行っている日本の

NGOについて調査を行った。調査は５つの

NGO（計 13カ国の活動）を対象に行い、それぞ

れの NGOが各地域において活動をうまく進めて

いくためのさまざまな努力が明らかになった。 

教育と保健（健康）という重要であり、また生

活に不可欠な 2つのテーマを連携させた活動を進

めていくためには、多くの関係者の理解、協力

を必要とする。さらに、たとえトップダウンで

活動を進めたとしても、最終的には住民の理解

が進まなければ、活動が順調に進むことはない

と考えられる。今回の調査で各 NGOが様々な工

夫をしているのは、最終的には住民が自ら教育

と保健の重要性を認識して積極的な姿勢になる

ための工夫であり、そのためには地道な住民の

理解を得るための努力が欠かせない。そして、

そのような方法は NGOだからこそ可能なものも

多く、教育と保健（健康）の連携活動において、

NGO の役割は大きく、学ぶべき点が多いと考え

られる。またそれぞれの工夫や成果から、NGO

の役割は大きく学ぶ点は多い。 

 
（５）カンボジアなど（垣本） 
アフリカ諸国における熟練助産介助者（SBA）

による分娩の動向に関する要因を検証するため、

エチオピア DHS（2000年、2011年）、タンザニ

ア DHS（1999年、2010年）、ルワンダ DHS（2000

年、2010年）の各データを比較した。その結果、

この約10年前は施設分娩となる共通の要因は「居

住地」であったが、近年では「SBAによる妊婦健

診」や「前児が SBA による分娩」に変化してい

ることが判明した。約 10 年前においては農村部

に居住する妊産婦はリスクが高かったが、MDGs

が制定されて以来多くの国が様々な形で介入し

ていることで要因が変化してきていると推察さ

れた。 

カンボジアにおける熟練助産介助者（SBA）に

よる分娩の動向に関する要因を検証するため、カ

ンボジア DHS（2010年）の 18,754名の女性デ

ータのうち、12ヵ月未満の子を持つ女性（1,586

名）を抽出し、SBAによる分娩か否かを従属変数

として分析した。その結果、SBAによる分娩とな

らない最大の要因は「医療施設外」での出産で、

その他に「SBAによらない妊婦健診」や「前児が

SBAによらない分娩」「夫の教育レベル」であっ

た。農村部に居住する妊産婦はリスクが高くなく、

特に医療施設で出産しない妊産婦については

TBAを含むコミュニティとの連携強化などが必

要と考えられた。また、母子保健サービスへの男

性パートナーの巻き込みも重要と示唆された。 

 

（６）ラオスなど（小林） 
 ラオスを中心に東南アジアにおける MDGs の

達成状況を Document Review 及び専門家への

聞き取り調査を行った。MDG１（貧困対策）の

指標の一つである栄養指標が課題となっており

特に低身長（Stunting）の改善が指摘されている。

今年度の調査により MDG5 の達成のために産前

ケア（ANC）が重視されているのに比較して産後

ケア（PNC）が重視されていない傾向にあること
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わかってきた。また我々の直接間接や人類学者の

情報では離乳食が米汁のみである場合も多くこ

の点が影響を与えていることも示唆された。一方

低栄養の改善として学童期への取り組みは 2000

年以降の学校保健政策の確立と政策実施の充実

によって効果を得ており低体重は大きな問題と

なりつつある傾向もある。 

2015 年に提言される予定である新しい国連開

発目標 SDGｓ：Sustainability Development 

Goals を見据えて、MDG2（教育の充実）MDG7

（環境の持続可能性の確保）と保健課題をつなぐ

ものとして学校保健の可能性を考察した。まず人

間の健康、環境（エコ）システム、社会経済開発

の 3点の相互関係性を重視したエコヘルス教育の

コンセプト化を行った。次にアジアで急速に重要

性が問われている災害教育の導入について、フィ

リピンのケース分析と各国の専門家意見集約か

ら学校保健への取り込みの必要性が確認された。

これらのことから学校保健にエコヘルス教育・災

害教育を盛り込むことがSDGsに寄与する戦略と

して有効且つ実現可能性が高いと想定した。 

 
（７）政策分析（高橋） 
 MDGs課題達成に関して、特に栄養政策の世

界的進捗状況と課題を把握することを目的とし

て、文献検索に基づく政策レビューを行った。

Pubmed、Google Scholar等によるキーワードサ

ーチ、およびWHO等の HPに対するハンドサー

チにより検索を行った結果、次の３点が明らかに

なった。 

1)低栄養論文の内訳では、PEM（Protein 

Energy Malnutrition 蛋白エネルギー低栄養）

に関する論文は少なく、微量元素関連の技術的、

専門的な論文が主体となっており、政策的な面を

論じた論文は見つからなかった。 2)UHC

（Universal Health Coverage）に関する文献で

は、Universal Coverage（皆保険）と UHCの用

語が混同されている傾向が見られ、「UHCイコー

ル皆保険」という理解が固定しつつあるように考

えられた。3)母子保健分野においては、MDG4の

達成阻害要因である新生児死亡、その主要因であ

る早産児の死亡対策を対象としたイニシアティ

ブ”Born Too Soon”に関する記載が見られた。 

栄養問題に関しては、生活習慣病対策との関連

に基づいた、「過栄養対策、肥満対策」に力点が

シフトしているようであり、低栄養対策単独での

資金集中は期待できないと考えられた。プライマ

リ・ヘルス・ケアのような統合的アプローチの中

で、「過栄養対策」と並行して推進されていくこ

とで成果を出していくことが必要であると考え

られた。 

また、「UHCイコール皆保険」という概念が浸

透しつつあるとすれば、方向修正に向けた提言を

発信していくのが日本の役割であると考えられ

た。”Born Too Soon”イニシアティブは、「早産児

ケアの推進による新生児死亡の削減」という明確

な技術的目標を持つイニシアティブであり、小児

科医、新生児科医がオールジャパンで長期的に関

与しうる可能性があると考えられた。結論として、

PHC の推進を通しての低栄養対策推進、国際世

論を鑑みた上での「PHCの発展型としてのUHC」

の提言、“Born Too Soon”のような、早産児死亡減

少という技術的側面を意識したイニシアティブ

への関与が、日本のコミットメントの仕方として

は有効であると考える。 

 

D．考察 
 母子保健分野の日本の国際協力支援の現状分

析、教育分野の日本の国際協力支援の現状分析、

国際機関・２国間ドナーの戦略の分析、包括的文

献レビューによる政策分析、第８回母子手帳国際

会議（ケニア）における質問紙調査をはじめ、個々

の分担研究者による調査研究を遂行した。 

最終年度には、アフリカの母子保健に関する国

際シンポジウムを国連大学において開催し、本研

究班の成果を各国の専門家や国際協力機構など

の国際協力機関や市民社会と共有することがで

きた。また、日本国際保健医療学会と協働して、

日本熱帯学会・日本国際保健医療学会の合同学術

大会において、ポストMDGsシンポジウムを開

催し、研究成果の社会的な発信を行った。 

 2014年 7月に本研究班が主催して国連大学で
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開催された国際シンポジウムにおいて、第 1回野

口英世アフリカ賞受賞者であるミリアム・ウェレ

(Dr. Miriam K. Were) 博士は「アフリカにおける

母子保健状況：母子健康手帳の役割」という基調

講演を行った。 

 2012年には、ケニア共和国ナイロビにおいて

「第８回母子手帳国際会議」が開催され、世界 25

か国から約 300名が参加した。最初にケニア版母

子手帳を作ったのは、日本人ではなく、日本に留

学した経験をもつケニア人小児科医だった。ミリ

アム・ウェレ博士は「母子手帳はミラクルだ」と

いう。アフリカ大陸で活動する欧米の援助機関は、

妊産婦と乳幼児という別個の人格には、別々のカ

ードや健康手帳を配っていた。しかし、21世紀に

なって母親と子どもを分断せず継続的にケアし

ていくという考え方が主流となってきた。その新

しい時流のなかで、１冊の手帳で母子をセットに

するという発想が斬新で革新的だという。 

 途上国だった戦後日本が世界最高水準の乳幼

児死亡率や平均余命を誇るようになった背景に

は、貧しいなかで苦労しながら時代を切り拓いて

きた先達の努力があった。私たちにとっては過去

の遺産のようにみえるが、アジアやアフリカの視

点からは、その貴重な経験と知恵はグローバル時

代の今日的課題を解決するカギの一つである。戦

後日本の保健医療における発展の軌跡がもつ現

代的意義を再確認して、その成果を光だけでなく

影の部分も謙虚に世界に発信することこそ、重要

な国際協力であろう。 

 
E．結論 
 本研究の期間中に、日本の国際保健を取り巻く

環境は大きく変貌した。 

「希望を担う次世代への約束」として、2010年 9

月の第 65回国際連合総会の冒頭の首脳会合にお

いて、当時の菅直人首相が表明した菅コミットメ

ントは、いまや誰もその存在を振り返ろうともし

ない。最小不幸社会の理念に則り，MDGsの中で

も保健医療，教育分野で具体的な貢献を表明し、

当時の外務省概要報告によれば、途上国を始めと

する多くの国や関係機関から感謝や評価が表明

されたという。保健分野への 50億ドルの支援、

教育分野への 35億ドルの支援をそれぞれ 2011年

からの 5年間で行うという、国際社会に対する我

が国の「約束」であった。まだ約束の期間内の 2015

年であるが、その実現について関心をもつ機関は

皆無に近い。 

また、ポストMDGsの議論は混迷を深め、当

初の予定よりも大幅に遅れた形で、2015年 9月

の国連総会で新しいグローバル目標が発表され

る予定である。しかし、MDGsが世界を席巻し、

アフリカやアジアの国々でカウントダウンが唱

えられたような熱烈歓迎の意志表明は、先進国か

らも途上国からも聞こえてこない。目標設定とそ

れに関わる財源確保を求める冷めた視線が注が

れているにすぎない。 

そのような世界情勢のなかで、「社会を構成する

すべての人々が、そのとき社会が提供できる最高

の医療を受けることができるような体制を実現

するためには、どのような制度的、財政的条件を

整備したらいいか」と問いかける、社会的共通資

本（Social Common Capital）としての医療の視

点を再評価する必要がある。今後は、人間の安全

保障（Human Security）という概念との整合性

も考慮しつつ、コミュニティの empowermentと

保健医療システム強化というprotectionを統合す

る形のプライマリ・ヘルスケアの将来像を見据え

ていくべきであろう。 

 

 
Ｆ．研究発表 
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会学術集会、岡山市、11月、2012年 

山口文月、野崎威功真、中家奈緒美、佐々木由理、

Sovanna Tuon、小山田浩子、垣本和宏. 女性

の避妊行動に関連する要因の変化：2005 年度

と 2010 年度のカンボジア人口保健調査

（DHS）より. 第 27回日本国際保健医療学会

学術集会、岡山市、2012年 11月 

安丸英理子、垣本和宏、野崎威功真. カンボジア

人口保健調査（DHS）を用いた熟練助産介助

者(SBA)による分娩に関連する要因の検討. 第

27回日本国際保健医療学会学術集会、岡山市、

2012年 11月 

高橋謙造. タイの PHC システムにおける小児の

ヘルス・プロモーション戦略．国際小児保健研

究会．2013広島 

Shafi Bhuiyan, Nakamura Yasuhide, Usha 

George, Marie Bountrogianni. MCH 

handbook international collaboration: 

ensuring human security, women 

empowerment and continuity of MNCH 

care-experience from Japan. 20th 

Canadian Conference on International 

Health, October 27-29, 2013, Ottawa, 

Canada 

上住純子、中村 安秀．母親の健康希求行動：母

親の教育レベルは近代医療と伝統医療の選

択に影響を及ぼしているか？：ネパール・

ダディン郡でのインタビュー調査から．第

28 回日本国際保健医療学会（名護）2013

年 11月 

渡邊智子、中村 安秀．エイズ分野における南南

協力の可能性の検証―タイによるウガンダ

支援を事例に．第 28回日本国際保健医療学

会（名護）2013年 11月 

藤井千江美、中村 安秀．シエラレオネ国の農村

部において分娩介助者が果たしている役割．

第 28回日本国際保健医療学会（名護）2013

年 11月 

板東あけみ、Calvin de los Reyes、篠原 都、横

田雅史、杉下智彦、中村 安秀．アフリカ

大陸初の母子手帳国際会議．第 28回日本国

際保健医療学会（名護）2013年 11月 

宮家佐知子、中野久美子、八木 文、林 亜紀子、

佐伯 亨、永野純子、中村 安秀、Dr. 

Suleiman, Sawsan E., Dr. Osman Nada G．

スーダン共和国における村落助産師能力強

化のための取組み．第 28回日本国際保健医

療学会（名護）2013年 11月 

竹原貴之、和田沙江子、中村 安秀．インドネシ

アで再認識した日本の保健医療システム

（国際保健医療協力入門）．第 32 回日本国

際保健医療学会西日本地方会（名古屋）2014

年 3月 

Sawamura, N. and de los Reyes, C. “The 

Long-term Effect of Primary School 

Attendance on Maasai Women in 

Kenya” 12th UKFIET International 

Conference on Education and 

Development, 10-12 September 2013, 
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Oxford University, 2013年 9月． 

澤村信英（2013）「マサイ女性にとっての小学校

教育の意味―ケニア・ナロック県の調査か

ら―」第 50 回日本アフリカ学会学術大会

（東京大学）． 

西谷純、田中一江、垣本和宏、ナイジェリアにお

ける女性性器切除(FGM)の実施要因と娘へ

の継承. 第 28回日本国際保健医療学会学術

集会、沖縄県名護市、11月、2013年 

山田加奈子、垣本和宏、アフリカ諸国における熟

練助産介助者（SBA）による分娩の動向と

関連する要因－人口保健調査（DHS）を用

いた年代別の比較－. 第 28回日本国際保健

医療学会学術集会、沖縄県名護市、11 月、

2013年 

Naomi Nakaie, Sovanna Tuon, Ikuma Nozaki, 

Fuzuki Yamaguchi, Yuri Sasaki and 

Kazuhiro Kakimoto. Family planning 

practice and predictors to the risk of 

unintended pregnancy among 

HIV-positive women on Antiretroviral 

Therapy in Cambodia. 11th International 

Congress on AIDS in Asia and the Pacific, 

Bangkok, Thailand, November, 2013 

Sovanna Tuon, Naomi Nakaie, Ikuma Nozaki, 

Fuzuki Yamaguchi, Yuri Sasaki and 

Kazuhiro Kakimoto. Predicting factors for 

the skills of condom negotiation among 

HIV positive women on Antiretroviral 

Therapy in Cambodia. 11th International 

Congress on AIDS in Asia and the Pacific, 

Bangkok, Thailand, November, 2013 

Takahashi K. Measles control in Japan:  

Lessons learnt from linking school health 

with VPD control, Joint Seminar on 

Public Health and Nursing, The 

university of Ryukyus, 2014.3.10 

高橋謙造．タイ国プライマリ・ヘルス・ケアにお

ける 小児の生活習慣病予防活動の導入経

緯と現状に関する研究.第 72 回日本公衆衛

生学会総会 三重 2013.11.24 

高橋謙造.  ミレニアム開発目標の成果.「公衆衛

生に国境はない」．日本公衆衛生学会自由集

会 三重 2013.11.23 

高橋謙造． MDG4と Child Mortalityの変遷（座

長講演）．フォーラム「グローバル・ヘルス

における母子保健」 ．国際保健医療学会 

沖縄 2013.11.2 

Takahashi K, Kodama M. Where do we stand in 

the global health agenda? Lessons learnt 

from Millennium Development Goals and 

the way forward. The 4th international 

academic consortium for sustainable 

cities, The University of Philippines, 

Manila  2013. 9.5 

高橋謙造. MDGｓと日本の保健外交政策に貢献

するということ, 第１回横浜国際保健ワー

クショップ 静岡 2013.8.30 

高橋謙造．タイの PHC システムにおける小児の

ヘルス・プロモーション戦略．国際小児保

健研究会 広島 2013.4.20 

藤井千江美，中村安秀．妊産婦が伝統的産婆に期

待する役割～シエラレオネ国の過酷な環境

の農村部における調査から．第 55回日本熱

帯医学会大会・第 29回日本国際保健医療学

会学術大会合同大会（東京） 2014 年 11

月 

清水亜希子，中野久美子，林亜紀子，須田ミチル，

齋藤優子，永野純子，井上裕美，八 木文，

中村安秀，Nada Gaafaer Osman．村落で

の出産における助産師の役割～スーダン共

和国セナール州での調査結果より～．第 55

回日本熱帯医学会大会・第 29回日本国際保

健医療学会学術大会合同大会（東京） 2014

年 11月 

Nakamura Y. The Role of Japanese 

Pediatricians in the Global Partnership 

among Asian and African Countries. 

International Symposium at JAPAN 

Pediatric Society 117th Annual Meeting 

in Mie. 12 April. 2014   

中村安秀．アフリカの子どもたちの未来像．第 12
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回国際小児保健医療協力入門セミナー（大

宮） 2014年 5月 31日 

Nakamura Y. The Role of Japanese 

Pediatricians in the Global Partnership 

among Asian and African Countries. 

International Symposium on Maternal 

and Child Health handbook. United 

Nations University, 23 July. 2014  

Nakamura Y. Maternal and Child Health 

Handbook in a Global Setting. Workshop 

for Maternal and Child Health Handbook, 

Luanda, Angola, 19 September 2014 

Nakamura Y. Panel discussion: Contribution to 

the development studies: East Asian 

perspectives. 25th Anniversary 

International Symposium, Japan Society 

for International Development, Tokyo, 22 

November 2014 

澤村信英（2014a）「南スーダンの教育統計・政

策と学校現場の実態―ジュバ市内の小学

校の事例から―」第 51回日本アフリカ学

会学術大会（京都大学）． 

澤村信英（2014b）「南スーダンにおける学校運

営と教師集団―ジュバ市内の小学校の現

実―」第 50回日本比較教育学会大会（名

古屋大学）． 

澤村信英・山本香（2014）「南スーダン紛争後の

教授言語変更と初等教育への影響」国際開

発学会第 25回全国大会（千葉大学）． 

澤村信英・山本香（2015a）「ケニア共和国キベ

ラ・スラムにおける教育施設の運営実態」

第 51 回日本アフリカ学会学術大会（犬山

国際観光センター）．（予定、発表確定） 

澤村信英・山本香（2015b）「ケニア共和国キベ

ラ・スラムに暮らす子どもの就学―公教育

を支える無認可学校の実態―」第 51回日

本比較教育学会大会（宇都宮大学）．（予定、

発表確定） 

Sawamura, N. (2014) “The Impact of Primary 

School Experience on the Lives of Maasai 

Women in Kenya.” The 9th biennial 

conference of the Comparative Education 

Society of Asia, Hangzhou Normal University, 

China, 16-18 May. 

池上清子．ミレニアム開発目標(MDGs)と国際人

口開発会議（ICPD）から 20年．日本人口

学会，明治大学，2014年 6月 

池上清子．セーフシティを目指して．大阪府堺

女性センター．2014年 11月 

池上清子．ＵＨＣとポスト 2015年開発目標を考

える．日本熱帯医学会大会・日本国際保健

医療学会学術大会・合同学術大会、国立国

際医療研センター,2014年 11月 

池上清子．世界の母子保健の方向性と助産師の

役割．日本助産学会教育講演．大井町きゅ

りあん．2015年 3月 

佐々木由理,長嶺由衣子,宮國康弘,引地博之,斎藤

民,垣本和宏,近藤克則. 地域レベルの高齢

者の社会参加や役割とうつ傾向の関連. 第

29回日本国際保健医療学会学術大会. 東京

都新宿区、2014年 11月、 

小林潤．アジア・アフリカの開発途上国におけ

る学校保健の課題．第 29回国際保健医療学

会第 55回日本熱帯医学会合同学会 ミニ

シンポジウム 2014年 11月、東京 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
   なし 
２．実用新案登録 
   なし 
３．その他 
   なし 
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